
独立行政法人勤労者退職金共済機構等が債券の発

行及び借入金により財形貯蓄取扱機関より資金を

調達（財形貯蓄総残高の１／３が限度）して融資

年金として受給

(満60歳以降)

年金支払方法

定額型・逓増型・

前厚型（介護等の

際は受給額の増額

変更可能）

○ 融資限度額

財形貯蓄残高の10倍（最高 4,000万円）

○ 貸付金利（5年間固定）

年0.92％（1.12％）

※（　）内は（独）住宅金融支援機構及び沖

　縄振興開発金融公庫が行う直接融資の金利

○ 償還期間

35年以内

に係る事務の委託を受けて処理する制度　　　　　　　　　　　

  平成24年10月1日現在

課税　　　　　　 等は払込みベースで385万円)までの利子等は 扱い。満期給付金は勤 金は勤労者の一時所得

非課税。財形年金貯蓄は、退職後も非課税　 労者の一時所得扱い　 扱い　　　　　　　　

税は非課税。事業主に 業主には損金または必

事務代行制度 (H8.10～)

中小企業団体等（事務代行団体）が中小企業事業主から財形制度

利子等については 合わせて550万円(生命保険等の財形年金貯蓄 は損金または必要経費 要経費扱い。満期給付

勤労者が 100人以上必  て行う転貸融資、公務員に対してその共済組合

使途の自由選択制も可 金制度と同じ　　　　

拠出時、勤労者の所得 の所得税は非課税。事

 ことができない勤労者に対して（独）住宅金融

能　　　　　　　　　 拠出時、基金や勤労者  支援機構及び沖縄振興開発金融公庫が行う直接

 融資がある。　　　　　　　　　　　　　　　

へ預入。満期給付金の 要。満期給付金は給付  等が行う直接融資、またこれらの融資を受ける

設立時に加入員となる  （独）勤労者退職金共済機構が事業主等を通じ

年齢要件なし 貯蓄開始は55歳未満 毎年10万円まで）。　   拠出(毎年10万円まで)。 について融資。　　　　　

合の一括預金可能 築等の費用に充当　　 を勤労者の財形貯蓄等

勤労者が、賃金からの控除（天引き）により長期間にわたって 事業主が財形貯蓄実施

社内預金廃止の場 住宅の取得または増改 ７年ごとに満期給付金

事業主が財形貯蓄実施  勤労者個人が自ら住宅を建設、購入（既存住

定期的に貯蓄　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 勤労者のために拠出（ 勤労者のために基金に 宅を含む）または改良をするために必要な資金

財形給付金制度 財形基金制度 財形持家融資制度

(S46.6～) (S57.10～) (S63.4～) (S50.10～) (S53.10～) (S52.4～)

財形貯蓄取扱機関

銀行、証券、生保、損保等

財形貯蓄制度 財形年金貯蓄制度 財形住宅貯蓄制度

勤 労 者 財 産 形 成 促 進 制 度 の 概 要

勤 労 者 財 産 形 成 促 進 制 度

財形貯蓄制度 財形給付金・基金制度 財形融資制度
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（単位：千件、百万円）

契約件数 貯蓄残高 契約件数 貯蓄残高 契約件数 貯蓄残高 契約件数 貯蓄残高
平成　19　年度 6,920 10,398,829 2,248 3,992,925 1,178 2,838,293 10,346 17,230,047
平成　20　年度 6,710 10,373,104 2,182 3,877,949 1,114 2,698,008 10,006 16,949,061
平成　21　年度 6,524 10,381,175 2,129 3,781,141 1,055 2,566,864 9,709 16,729,180
平成　22　年度 6,391 10,506,632 2,081 3,676,870 1,012 2,460,871 9,484 16,644,374
平成　23　年度 6,237 10,648,718 2,040 3,576,258 961 2,347,846 9,237 16,572,823

注：件数及び残高は各年度末の数値である。

一般財形貯蓄 財形年金貯蓄 財形住宅貯蓄 合　　計
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（単位：社、人、百万円）

年　度 実施企業数 資格者数 総資産高
平成　19　年度 1,742 304,644 45,504
平成　20　年度 1,686 295,674 45,914
平成　21　年度 1,595 286,842 44,216
平成　22　年度 1,520 283,600 45,053
平成　23　年度 1,486 276,423 45,444

注：実施企業数、資格者数及び総資産高は各年度末の数値である。

（単位：基金、人、百万円）

年　度 基金数 資格者数 総資産高
平成　19　年度 51 14,016 1,945
平成  20　年度 49 12,733 1,784
平成　21　年度 42 8,634 610
平成　22　年度 40 8,393 559
平成　23　年度 39 7,927 552

注：基金数、資格者数及び総資産高は各年度末の数値である。
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（単位：件、千円） 
　 年　度 貸付件数 貸付決定額 融資残高

平成　19　年度 3,467 75,650,360 2,070,320,000
平成　20　年度 2,376 50,955,160 1,927,180,000
平成　21　年度 2,206 46,294,340 1,771,546,000
平成　22　年度 1,109 20,385,160 1,603,146,000
平成　23　年度 670 12,020,260 1,420,888,000

年　度 持家融資
平成　19　年度 2.00%
平成　20　年度 1.80%
平成　21　年度 1.42%
平成　22　年度 1.50%
平成　23　年度 1.33%
注：金利は各年度末の数値である。
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